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答 申 

 

 

１ 審議会の結論 

福岡県警察本部長（以下「実施機関」という。）が、平成２７年８月１８日福警支第

５５７号で行った個人情報部分開示決定（以下「本件決定」という。）は、妥当である。 

 

２ 審査請求に係る対象個人情報の開示決定状況 

審査請求に係る対象個人情報（以下「本件個人情報」という。）は、実施機関が作成

した相談カードに記載されている審査請求人の個人情報である。 

実施機関は、本件個人情報のうち、警察職員の職員番号については福岡県個人情報保

護条例（平成１６年福岡県条例第５７号。以下「条例」という。）第１４条第１項第４

号（行政運営情報）に、警部補以下の階級にある警察職員の氏名及び印影については同

項第６号（警察職員情報）に、審査請求人の相談内容に対する評価又は判断に係る部分

については同項第４号及び第５号（評価判断情報）に該当するとして不開示とし、その

余の部分は開示している。 

 

３ 審査請求の趣旨及び経過 

(1) 審査請求の趣旨 

審査請求の趣旨は、実施機関が行った本件決定の取消しを求めるというものである。 

(2) 審査請求の経過 

ア 審査請求人は、平成２７年８月４日付けで、実施機関に対し、条例第１３条第１

項の規定により、本件個人情報の開示請求を行った。 

イ 実施機関は、平成２７年８月１８日付けで、本件決定を行い、その旨を審査請求

人に通知した。 

ウ 審査請求人は、平成２７年１０月９日付けで、本件決定を不服として、福岡県公

安委員会に対し審査請求を行うべきところ、誤って、実施機関に対し、異議申立て

を行った。 

エ 福岡県公安委員会は、不服申立書の記載に不備があるとして、行政不服審査法（昭

和３７年法律第１６０号）第２１条の規定により、平成２７年１０月２０日付けで、

審査請求人に対し、補正命令書により補正を求めた。 

オ 福岡県公安委員会は、平成２７年１０月２６日付けで、審査請求人から審査請求

書の提出を受けた。 

４ 審査請求人の主張要旨 

審査請求書における審査請求人の主張を要約すると、次のとおりである。 
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(1) 福岡県○○○警察署の相談員の名前等不開示部分を全て開示すべきである。 

(2) 相談内容が全て間違っており、事実ではないので、訂正を求める。 

 

５ 実施機関の説明要旨 

実施機関が本件決定を行った理由を要約すると、次のとおりである。 

(1) 受理者及び処理者の欄に記載された警察職員の職員番号は、実施機関内の各種電子

計算システムにアクセスする際に必要な識別番号である。 

これを開示することにより、警察事務の性質上、当該事務の適正な遂行に支障を及

ぼすおそれがあると認められ、条例第１４条第１項第４号に該当することから、不開

示とした。 

(2) 平成○○年〇月○○日付けで作成された相談カードの措置経過の欄に記載された審

査請求人の相談内容に対する評価又は判断に係る部分は、警察安全相談の取扱いに関

する情報である。 

これを開示することにより、警察と相談者との信頼関係が損なわれ、警察安全相談

の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあると認められ、条例第１４条第１項第４号及

び第５号に該当することから、不開示とした。 

(3) 相談カードの受理決裁、受理者、処理決裁及び処理者の欄に記載された警部補以下

の階級にある警察職員の氏名及び印影は、条例第１４条第１項第６号に規定する警察

職員の適正な職務遂行を確保する観点から、警察職員の従事する事務又は事業の適正

な遂行に支障を及ぼすおそれがあると認められる当該警察職員の氏名等に該当するこ

とから、不開示とした。 

 

６ 審議会の判断 

(1) 本件個人情報の性格及び内容について 

ア 相談カードについて 

相談カードは、警察安全相談（犯罪等による被害の未然防止に関する申出その他

県民生活の安全に関する申出）、警察の事務に関する要望・意見その他これに類す

る一切の申出及び職務執行に関する苦情を受けた警察職員が、「福岡県警察相談活

動実施要領の制定について（平成１５年福岡県警察本部内訓第１１号）」に基づき、

その内容を所属長に報告するために作成するものである。 

相談カードには、受理番号、受理日、受理決裁、受理者、申出種別、受理態様、

件名、相談者（申出者）、申出内容、措置経過、処理状況、処理結果、処理決裁、

処理者等の欄が設けられている。 

イ 本件個人情報の内容について 

本件個人情報は、実施機関が、平成○○年〇月○○日及び同年○月○○日に、福
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岡県○○○警察署で審査請求人から警察安全相談を受けた際に作成した相談カード

に記載された審査請求人の個人情報である。 

ウ 不開示情報について 

本件個人情報のうち、実施機関が不開示とした情報及び条例の適用条項は、次の

とおりである。 

(ｱ) 受理者及び処理者の欄に記載された警察職員の職員番号（以下「本件不開示情

報１」という。）：条例第１４条第１項第４号 

(ｲ) 平成○○年〇月○○日受理の相談カードの措置経過の欄に記載された審査請求

人の相談内容に対する評価又は判断に係る部分（以下「本件不開示情報２」とい

う。）：条例第１４条第１項第４号及び第５号 

(ｳ) 受理決裁、受理者、処理決裁及び処理者の欄に記載された警部補以下の階級に

ある警察職員の氏名及び印影（以下「本件不開示情報３」という。）：条例第１

４条第１項第６号 

(2) 本件不開示情報１の性格について 

実施機関は、前述の５の(1)のとおり、本件不開示情報１が、実施機関内の各種電子

計算システムにアクセスする際に必要な識別番号であり、条例第１４条第１項第４号

に該当すると説明しているが、当審議会が実施機関に確認したところ、電子計算シス

テム上の識別番号であるだけでなく、人事管理等の必要上、個々の職員を識別するた

めに付与されるものであり、かつ、職員の共済組合員証（保険証）の番号に使用され

ている私的な情報でもあると認められる。 

したがって、当審議会では、本件不開示情報１の条例第１４条第１項第１号該当性

について、以下判断する。 

(3) 本件不開示情報１の条例第１４条第１項第１号該当性について 

ア 本号の趣旨 

条例第１４条第１項第１号（開示請求者以外の個人に関する情報）は、開示請求

に係る個人情報の中に、開示請求者以外の第三者に関する情報が含まれており、当

該情報を本人（開示請求者）に開示すると当該個人の正当な利益を害するおそれが

あると認められる場合、当該情報を不開示とする旨を定めたものである。 

本号にいう「個人に関する情報」とは、氏名、住所、学歴等に関する情報のほか、

個人に関する一切の事項についての事実、判断、評価等の全てをいうものであって、

条例第２条第１項第１号に規定する個人情報とは異なり、生存する個人に関する情

報に限定されず、特定の個人を識別し得るかどうかは考慮されない。 

なお、開示請求者以外の個人に関する情報であっても、開示請求者が当該個人に

関する情報を知っている立場にあることが明らかな場合や何人でもこれを知り得る

情報である場合は、正当な利益を害することにならないというべきである。 
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イ 該当性の判断 

本件不開示情報１は、審査請求人以外の第三者である警察職員に関する情報であ

って、私生活において通常みだりに他人に知られたくないプライバシーに関するも

のである。また、本件不開示情報１は公にされているものではなく、審査請求人が

本件不開示情報１を知っている立場にないことは明らかである。 

したがって、本件不開示情報１は本号に該当すると認められることから、実施機

関が不開示とした決定は、結論において妥当である。 

なお、条例第１４条第１項第４号該当性については、重ねて判断しない。 

(4) 本件不開示情報２の条例第１４条第１項第４号該当性について 

ア 本号の趣旨 

本号は、県の機関等が行う事務又は事業の適正な遂行を確保する観点から、県の

機関等が行う事務又は事業に関する情報であって、開示することにより、当該事務

又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある情

報を不開示情報とする要件を定めたものである。 

県の機関等が行う事務又は事業は、広範かつ多種多様であり、開示することによ

り、その公正かつ適切な遂行に支障を及ぼすおそれのある情報を事項的に全て列挙

することは技術的に困難であるため、各機関共通的に見られる事務又は事業に関す

る情報であって、開示することによりその公正かつ適正な遂行に支障を及ぼすおそ

れがある情報を含むことが容易に想定されるものをイからホまでにおいて例示的に

掲げた上で、これらのおそれ以外については、「その他当該事務又は事業の性質上、

当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの」として包括的に

規定しているものである。 

イ 該当性の判断 

本件不開示情報２は、実施機関が警察安全相談を受けた際に作成した相談カード

に記載されたものであり、本号に規定する県の機関等が行う事務又は事業に関する

情報であると認められる。 

相談等の内容に対する警察職員の評価又は判断に係る情報は、これを開示するこ

とにより警察と相談者との信頼関係が損なわれ、相談の継続、問題解決等が困難と

なるおそれがある。また、相談等に対応した警察職員が相談カードへの率直な評価

判断の記載をためらい、表面的な記載にとどめてしまうなど、相談カードとしての

機能を著しく低下させるおそれがある。 

したがって、本件不開示情報２を開示することにより、実施機関が行う警察安全

相談事務の性質上、当該事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあると認められ

る。 

以上のことから、本件不開示情報２が本号に該当するとして、実施機関が不開示
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とした決定は、妥当である。 

なお、実施機関は、前述の５の(2)のとおり、本件不開示情報２が条例第１４条第

１項第５号にも該当すると説明しているが、同号該当性については、重ねて判断し

ない。 

(5) 本件不開示情報３の条例第１４条第１項第６号該当性について 

ア 本号の趣旨 

本号は、警察職員の適正な職務遂行を確保する観点から同職員の氏名に関し不開

示情報としての要件を定めたものである。 

警察職員の氏名については、開示した場合、適正な職務遂行に支障を及ぼすおそ

れがあることから、公安委員会規則で定める一定の職にある警察職員の氏名を不開

示としている。 

公安委員会規則で定める一定の職にある警察職員とは、「警部以上の階級にある

警察官をもって充てる職及びこれに相当する職を除く警察職員」（福岡県個人情報

保護条例第１４条第１項第６号に規定する公安委員会規則で定める警察職員の氏名

に関する規則（平成１８年福岡県公安委員会規則第７号））をいう。すなわち、警

部補以下の階級にある警察職員がこれに該当する。 

イ 該当性の判断 

本件不開示情報３は、警部補以下の階級の職にある警察職員の氏名及び当該警察

職員の姓を刻した印影である。警部補以下の階級の職にある警察職員の氏名は本号

に該当することは明白であり、また、印影は、社会通念上、氏名と一体のものとし

て使用されており、氏名と同一視し得るものである。 

したがって、本件不開示情報３が本号に該当するとして、実施機関が不開示とし

た決定は、妥当である。 

 

７ 審査請求人のその他の主張について 

審査請求人は、前述の４の(2)のとおり主張しているが、当該主張は本件決定の取消し

を求めるものではなく、本件個人情報の訂正を求めるものと解される。 

当審議会が実施機関に確認したところ、実施機関は既に審査請求人に対し個人情報訂

正請求の手続について教示し、個人情報訂正請求書を交付しているとのことである。 

したがって、本件個人情報の訂正請求先は実施機関であるから、不開示決定の適否に

加えて、当該主張については判断しない。 

 

以上の理由により、「１ 審議会の結論」のとおり判断する。 


